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援2001年9月11日に起こった米国同時多発テロ事件

とその後のアフガニスタン情勢は、テロリズムと貧

困の関係や紛争がもたらす惨禍など、平和の重要性

を国際社会があらためて認識する結果となりました。

テロリズムの温床となる社会や紛争の傷跡に苦

しむ国を、国際社会が見捨てることはできません。

軍事的な取り組みや政治的な取り組みを通じて、

こうした社会や国々に働きかけを行っていくことは

できますが、開発援助を通じても、平和の構築と定

着や社会の安定に大きく貢献することができます。

ここでは、平和構築支援とは何か、なかでも開

発援助が大きな役割を果たす復興・開発支援とは

何かについて、JICAの方針とこれまでの取り組み

を紹介します。

冷戦終了後、国家対国家の紛争が減少し、民族

間紛争や内戦が増えてきています。また、紛争に

よる被害者は、従来、職業軍人が大半でしたが、

近年は、8割が一般市民や子どもの非戦闘員となっ

ていることも、特徴です。

このような新しい形の紛争が起きるようになった

のは、紛争当事国の社会構造や、紛争を勃発させ

る引き金となる要因、また、紛争を継続させよう

とする要因が、以前とは大きく変化してきているた

めです。社会構造的な変化とは、人口過密、富の

偏り、政治や経済活動への参加機会の不平等、多

民族社会などの社会構成の問題などで、永続可能

な平和を構築するためには、長期的にはこれら構

造的要因の解消をはかることが肝要です。対立を

暴力的な紛争へエスカレートさせる引き金となる要

因としては、たとえば急激な経済の停滞、国内の

結束力の崩壊、中央政権の国内統治機能の変化、

武器の流入、近隣諸国等の介入などがあげられま

平和構築支援とは
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す。民衆の間に拡がる憎悪・復讐心は紛争を継続

させる原因となり、こういった要因が存続するうち

は、たとえ和平が合意されても紛争が再発する可

能性が高いと言われています。

このように、紛争の起きる原因が変化するにし

たがって、紛争を予防・解決する手段として、従

来の多国籍軍や国連PKO（国連平和維持軍）を派遣

する軍事的な手段や、予防外交、軍縮、調停などの

政治的な手段では限界があることが国際社会で

徐々に認識され、現在では、平和構築支援における

開発援助の果たす役割がますます重要視されてい

ます。したがって、平和構築支援は、これら3つのア

プローチ（軍事的枠組み、政治的枠組み、開発援助）

を複合的に組み合わせて実施するべきであり、紛争

の段階によってそれぞれのアプローチのニーズも変

化する、と考えられています（図表ａ、図表ｂ）。

特
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「開発援助による平和構築支援」を詳しく見ると、

人道緊急援助、復興・開発支援、紛争予防・再発

予防の３つのカテゴリーからなります（図表ａ）。

①人道緊急援助

紛争直後に必要な難民・国内避難民支援や紛争当

事国・周辺国への物資援助などを行うことですが、

短期的な対応だけでなく、この時点から長期的な

復興・開発支援の視点を入れて取り組むことが重要

とされています。このような長期的視点を入れるこ

とによって、短期的な人道緊急援助と長期的な復

興・開発支援を間断なく実施することができます。

②復興・開発支援

人道緊急的なニーズが徐々に減ってきた時点で、

長期的な開発の視点を持って取り組む支援で、保

健医療施設や電気・水供給施設などの基礎インフ

ラ＊整備、教育・保健医療の向上、対人地雷除去な

ど、紛争後の生活基盤整備への支援を行うことです。

③紛争予防・再発予防

緊張が高まる国において武力衝突がエスカレート

するのを回避する、もしくは復興・開発に歩みだ

している紛争終了後の国が再度紛争状態に戻らな

いようにするための支援で、警察・司法制度など

の整備、行政制度の整備、兵士の武装解除・動員

解除・社会復帰、小型武器の規制、選挙支援、民

主化支援などがあります。

図表a 平和構築支援の枠組み
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カブール市内に
ある女性省に隣
接する女性職業
訓練所。ここで
は裁縫やコンピ
ュータ教室など
さまざまな職業
訓練が行われて
います。



1999年9月、東京で、日本・カナダ平和構築
合同シンポジウムが開催されました。このシンポ
ジウムには両国の政府機関、NGO、研究機関が
出席し、両国が開発援助を通じて平和構築に対し
てどのような貢献ができるか、また平和構築分野
で活動を行う組織のなかでも特に大きな役割を果
たす、NGOの今後の取り組みがどうあるべきか
について議論しました。また、このシンポジウム
において、双方の政府機関、NGOが合同で評価
調査を実施することが合意されました。合同評価
調査では、①今後の平和構築支援の改善をはかる
ため、双方の経験を学ぶこと、②平和構築支援に
おけるアセスメント手法(PCIA手法)の開発、③

平和構築分野における今後の日本とカナダによる
連携の方策の検討を目的としています。
これを受け、2001年の2月、11月にグァテマ
ラとカンボディアに、両国の政府機関とNGO
（日本からはJICAのほか、NGO3団体が参加）に
よる現地調査団を派遣しました。カンボディアで
は日本版のPCIA（JPCIA、p16参照）が初めて
試験的に適用されたほか、案件のアセスメントを
行い、平和構築支援を実施する際の今後の重要事
項、留意点などが示されました。今後は日本・カ
ナダ合同で、これまでの調査結果を広く内外の援
助機関、NGOなどと共有するため、域内ワーク
ショップの開催を予定しています。

日本・カナダ合同平和構築評価調査

14● JICA 2002

平和構築支援における「復興・開発支援」には、

前述のとおり、食料の保障、基礎インフラ整備（住

宅、保健医療施設、電気・水などのライフライン）、

教育・保健医療の向上、紛争後の生活基盤整備への

支援などが含まれます。なかでも、紛争後の初期

には、埋設された地雷、破壊されたインフラ、専門

的な知識・技能を持つ人材の喪失など、この時期

に特有のニーズがあるため、こうしたニーズに対応

することが求められます。紛争後どの段階から

「復興・開発支援」と定義される支援が実施される

のか、といった普遍的な定義はなく、対象国の状

況やそれをとりまく国際社会の実際の支援にも大

きく影響されて、「復興・開発支援」の開始時期や

含まれる支援内容も、国によって、あるいは実施

されるドナーの考え方によって多様な様相をみせて

いるのが現実です。しかし、一般的には、紛争後

の復興・開発支援の目的は、紛争前の状態に国を

戻すことではなく、平和と持続可能な開発の基礎

を強化するとともに、治安および安全保障制度を

確保し、経済と社会を再活性化することとです。

JICAの復興・開発支援の枠組みは、①人道緊急

援助、②和解、③治安維持、④社会基盤整備、⑤

ガバナンス、⑥経済復興、⑦社会的弱者支援の7つ

の柱からなります（図表ｃ）。復興・開発支援を実

施する際は、これらの分野を包括的にとらえたうえ

で、支援を実施することが肝要です。これまで

JICAは、社会基盤整備を中心に支援してきました

が、昨今では、法整備支援などを含むガバナンス分

野や、警察支援を含む治安維持分野における支援

も開始しています。

1. 人道緊急援助
紛争終結直後は、帰還した難民・国内避難民お

よび住民のための食料、生活物資、水、衛生、住

居など、基礎的な生活のためのニーズが充足され

ていないことが多いため、これらに対する援助を実

施します。

2. 和解
対立するグループや民族の和解を促進し、対立

の再燃を回避するために、難民・国内避難民の再

定住や本国社会への再統合は、復興・開発に向け

ての最初の重要なステップです。

また、学校、地域社会、メディアを通じた平和

教育や、PTSD（心的外傷後ストレス障害）といっ

た精神障害の緩和なども和解を促進します。

復興・開発支援
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3. 治安維持
復興・開発の基盤として、治安の回復は欠かせ

ません。そのため、軍、警察、司法制度などの

「安全保障部門」の改革が必要になります。たとえ

ば、兵士の武装解除、動員解除および社会への復

帰、紛争が生み出した銃、麻薬、ダイヤモンド、

貴金属などの非合法的な取り引きに対処するため

の警察機構の改革、警察の犯罪捜査能力の向上な

どの支援があります。氾濫する小型武器の回収も、

紛争後の国における重要な課題です。

4. 社会基盤整備
紛争後の国で、基礎的生活のためのインフラ

（住宅、水、電力などのライフライン）の復旧や、医

療、衛生、教育サービスの回復など人々の生活に密

着した支援は、復興のための基盤整備の一環と位置

づけられます。また、復興・開発の阻害要因とな

る対人地雷の除去や地雷埋設地域に住む住民に対

する地雷回避教育は、社会基盤整備に含まれます。

5. ガバナンス（統治）
政治・経済活動への参加が一部の民族やグルー

プに限られていると、これが紛争の再発要因となる

可能性があるため、幅広い人々が政治・経済に参

加する体制や制度を構築することが重要です。紛

争の再発を予防するためのガバナンス支援には、公

正な選挙を実施するための選挙支援、行政制度の

再構築、人権を尊重する司法制度の確立などの支

援があります。また、紛争経験国では紛争により

専門知識・技能を持つ人材の多くが失われている

ため、人材の育成も早急に必要となります。

6. 経済復興
経済の停滞、貧富の格差、失業者の増大は紛争

の再発要因となりうるため、紛争の再発を防止し

復興・開発を進めていくために、経済復興は不可

欠です。具体的な支援策として、経済インフラの

整備、雇用創出、貿易・投資の促進、産業開発、

農村の活性化などがあげられます。雇用創出につ

いては、特に貧困層および貧困地域を対象とした

農業や中小企業などの育成が重要です。

7. 社会的弱者支援
児童兵、戦争孤児、寡婦、地雷被災者や身体障

害者、ストリートチルドレンなどを含む紛争による

被害者のニーズは高く、社会的弱者支援は重要な

図表b 平和構築のプロセス
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支援分野です。

なお、上記7分野における支援を実施する際は、

その国の紛争の要因を把握し、これらの要因を助

長しないよう十分に配慮することが肝要です。ま

た、紛争による影響は男女で異なるため、ジェン

ダーに配慮した支援を行うとともに、復興・開発

プロセス全般、特に意思決定過程における女性の

参加を確保することが不可欠です。

このように、復興・開発支援とは、紛争によっ

て破壊された社会、経済、人々の生活を再建し、

その国の政府や国民が自ら紛争を回避する能力を

育成・強化することですが、一方、その実施方法

によっては紛争の再発を誘引する可能性があり、

通常の開発援助とは違う視点を持つ必要がありま

す。たとえば、対立するグループの一方に偏った

支援はグループ間の対立の激化につながりかねませ

ん。除隊兵士の社会復帰に対する支援を行う際に

は、除隊兵士が新しい生活を始める村に以前から

居住する住民に対する支援も視野に入れなければ、

除隊兵士と住民の対立や軋轢を生じさせかねませ

ん。支援の対象となる紛争終結国にはさまざまな

意味で不安定な要素が多くあり、意図しない事柄

によって容易に紛争が再発してしまう危うさがある

のです。このような状況を避けるためにも、支援

実施にあたっては「平和配慮」という概念が重要

になってきます。

「平和配慮」とは、開発援助がもたらす「負の影

響」の可能性を幅広い視点から、あらかじめ分析

し、かつ最小限にすることです。同時に、通常の

開発援助を通じて、紛争の要因あるいは促進要因

を積極的に取り除き、平和構築を促進していくと

いう、「正の影響」の視点から、より効果的な開発

援助のあり方を追求することも意味します。したが

って、開発援助を通じて平和構築を推進するため

には、復興・開発支援においてはもとより、脆弱

な社会構造を持つ最貧国などへの通常の開発援助

においても、開発援助が紛争の原因あるいは促進

要因とならないように配慮する「平和配慮」のア

プローチがとても重要です（JPCIAの囲み参照）。
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開発援助は、紛争の予防と紛争後の復興・開発
支援に一定の役割を果たします。一方で、開発援
助が特定の社会集団や地域に偏ったり、もしくは
排除して実施されれば、逆に国内の敵対関係が増
大し、援助が紛争を助長することにつながりかね
ません。PCIA(peace and conflict impact
assessment)とは、開発援助による紛争の助長
を避け、平和の構築を推進するためのプログラム
およびプロジェクトのマネジメント手法です。英
国のDFID（国際開発省）やカナダの研究機関、
EU（欧州連合）をはじめ、各援助機関がPCIA手
法の開発に着手しています。
JICAでは、2001年から、NGOと共同で勉強

会を開始し、他の機関が開発中のPCIA手法を学
習しながら、JPCIA(Japan peace and conflict
impact assessment)の開発を進めてきまし
た。日本版のJPCIAの特徴は、①紛争の要因や
再発要因、復興時特有のニーズに包括的に対応し、
②復興・開発支援案件の各側面において、紛争を
予防するとともに平和を促進する「平和配慮」の
視点を、案件の計画・実施・評価の各段階で反映
する点を目的としていることです。
この手法を日本・カナダ合同平和構築評価調査
のカンボディア現地調査において試験的に適用
し、その調査結果をふまえて、現在改訂作業を継
続しています。

J P C I Aの開発
（Japan Peace and Conflict Impact Assessment）

平和配慮
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図表c 平和構築支援における復興・開発支援の枠組み

BHNに関する人道緊急援助

対立グループの和解促進
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平和教育／メディア支援
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アフガニスタン

１. アフガニスタン復興支援国際会議
と日本の役割

アフガニスタンは、1979年の旧ソ連軍の侵攻以

来、23年間にも及ぶ内戦により日本の1.7倍の広さ

を持つ国土は荒廃し、400万人以上が難民となって

周辺国に流出するとともに、120万人ともいわれる

住民が国内避難民となって故郷を追われ、国際機

関やNGOなどからの人道援助に依存する状況が続

きました。その後、2001年9月11日の米国での同時

多発テロ事件以降、アフガニスタン情勢は新しい

局面を迎えています。タリバン政権の崩壊後、国

際社会の支援の下に形成された「ボン合意」プロ

セスに従い、2001年12月より暫定政権が発足し、

国際社会による全面的な復興支援が始まりました。

国 別 事 例

JICAはこれまで、1999年～2000年および
2001年～2002年の2度にわたって平和構築支
援に関する調査研究を実施してきました。1999
～2000年に実施した事業戦略調査研究「平和構
築」では、平和構築の概念と平和構築における開発
援助の果たす役割について検討しました。そこでは、
平和構築における開発援助の枠組みを人道緊急援
助、復興・開発支援、 紛争予防・再発予防の3つ
のカテゴリーに分類しており、開発援助の平和構築
に対する可能性を明らかにしました。
また、今後JICAの復興・開発支援を強化してい
くためには、より具体的な方策の提示が必要、とい
う研究会の提言に基づき、東チモールやカンボデ
ィアなどJICAによる支援実績がある紛争経験国を
対象とした調査を実施する必要性を確認しました。

この提言を受け、2001年から2002年に調査
研究「効果的な復興・開発支援のための援助の枠
組みの検討」を実施し、二国間援助機関と国際
NGOの復興・開発支援のプロセスや実施体制、復
興・開発支援における各機関の経験を調査し、今後
のJICAの復興・開発支援の参考にしました。
さらに、これまでの紛争経験国におけるJICAの
復興・開発支援の実績と経験を踏まえながら、
JICAによる迅速で現地のニーズにうまく対応した
復興・開発支援のあり方を調査したり、NGOや国
際機関との連携体制など、具体的な方策について
の提言をまとめました。こうして作成された調査研
究の報告書を、2002年5月に開いた公開セミナ
ーで発表し、JICAによる平和構築支援を広く一般
に紹介しました。

調査研究「平和構築」

破壊されたカブール市内の宮殿
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2002年1月、東京で開催されたアフガニスタン復

興支援国際会議において、国際社会は5年間で総計

約45億ドル以上の復興・開発支援をアフガニスタ

ンに提供することを表明しました。このなかで日本

は、アフガニスタンに対する復興・開発支援への

方針として、「和平プロセス・国民和解のための支

援」「アフガニスタンの将来を担う人造りに対する

支援」を打ち出し、前者については「難民・避難民

の再定住、地雷・不発弾除去、メディア・インフ

ラ（放送）支援」を、後者では「教育、保健医療、

女性の地位向上支援」をそれぞれ重点分野として、

２年半で総額５億ドルまでの支援を約束しました。

2. JICAの取り組みと現状
JICAは、アフガニスタン暫定政権が発足した直

後の2001年12月に派遣した経済協力調査団に参加

したのを皮切りに、早い段階からアフガニスタンの

復興・開発支援への取り組みを開始しました。

2002年3月には首都であるカブール市において、保

健医療、教育、放送分野などにおける施設・設備

などの即効的な復興事業を開始し、緊急ロヤ・ジ

ルガ（国民大会議）放映のための支援を行ったほ

か、日本政府の公約した上記の重点分野における

人材育成を目的として、専門家派遣や研修員受入

を積極的に進めています。さらに、移行政権が発

足した6月以降は、復興支援事業の本格化に伴い支

援領域も拡大し、9月からは国内第２の大都市カン

ダハルにおいてもカブール同様の即効的復興事業を

開始しました。また、難民や避難民の帰還・再統

合促進の観点から、地方部において支援ニーズの

高い農業分野や道路などについても支援を計画し

ています。

さらに、現地で活躍中の日本のNGOとの連携強

化をはかるため、定期的に情報交換の場を設ける

など、今後一層の連携を行うこととしています。

3. JICA総裁のアフガニスタン訪問と
現地の実施体制整備
川上JICA総裁は、2002年7月14日から17日まで

アフガニスタンを訪問し、カルザイ大統領をはじめ

移行政権の主要閣僚らとの意見交換やカンダハル

「日本の多大な支援をアフガニスタン国民

は決して忘れない。日本政府と国民のみなさ

んに、感謝の気持ちを伝えていただきたい。そ

して今後ともさらなる援助をお願いしたい」（ハ

ミド・カルザイ移行政権大統領）。

「地方の治安状況と安全確保体制を確認し

たうえで、地方展開の最初のステップとしてカ

ンダハル市で即効的な復興支援事業を開始

していきたい」（川上隆朗JICA総裁）。

2002年7月17日、アフガニスタンの首都カ

ブールで、川上総裁はカルザイ・アフガニスタ

ン移行政権大統領と固い握手を交わした。

川上総裁、
カルザイ大統領と会談

「ロヤ・ジルガ」放映に見入る人々
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視察を通じて、アフガニスタンの新たな国造りのパ

ートナーとして復興と開発に全力をあげて協力して

いくことを表明しました。

カルザイ大統領は、JICA総裁の来訪ならびにア

フガニスタンにおけるJICA事業の拠点開設を歓迎

するとともに、アフガニスタンの治安の安定と持続

的な復興のために急務とされている地方での復興支

援、とりわけ、道路、地方開発、教育、保健医療

分野に対する協力について要請がありました。

緊急ロヤ・ジルガを経て成立した移行政権発足

からわずか3週間後のJICA総裁によるアフガニスタ

ン訪問は、アフガニスタン政府および国民に、復

興支援に対する日本の積極的な貢献を強く印象づ

ける機会となりました。

なお、アフガニスタンに派遣されたJICA関係者

は、職員をはじめ、教育、医療、建築などの分野

で国際協力専門員や専門家、コンサルタントなど、

2002年9月時点ですでに200人を超えています。こ

のように、現地での支援事業を進める一方、本格

化する支援に対応するため、実施体制の整備にも

努力しています。2002年4月には、在アフガニスタ

ン日本大使館への職員の派遣により、日本の経済

技術協力支援の方向性を探るとともに、JICAの現

地拠点の開設準備を進めてきました。この結果、

同年7月に現地拠点を開設し、駐在員などが配置さ

れました。

4. 地方展開と安全の確保
アフガニスタンの和平の実現と持続的な復興開

発のためには、軍閥や有力者の影響力の強い地方

部と中央政府の関係改善（武装解除、徴税システ

ムの確立など）を国際社会として支援していくこ

とがきわめて重要です。

JICAは、アフガニスタン政府からの地方支援要

請をふまえ、2002年7月には支援ニーズの大きいカ

ンダハルなどに安全確認調査団を派遣して治安状

況や安全確保体制を確認し、地方展開の最初のス

カンダハルの破壊された小学校の校庭で凧上げする子どもたち

アフシャール女子学校の改修前と改修後

学校で学ぶ少女たち
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東チモール

１. 紛争の背景から終結まで
東チモールは、インドネシアの東部にある小さな島

で、面積は約1万4000ｋｍ2と長野県程度、人口は約

75万人で、人口の7割以上が農業に従事しています。

16世紀にポルトガル人が上陸し、17世紀になる

とオランダ人が同島の西部に進出しました。18世

紀初頭には、東部地域がポルトガルの植民地とさ

れました。西チモールは、インドネシアの一部とし

て第二次世界大戦後に独立を果たしましたが、東

チモールは引き続きポルトガル領として残されまし

た。1974年のポルトガル本国の政変を受けて、東

チモールには独立派とインドネシア統合派の政党が

相次いで設立されましたが、抗争を繰り返しまし

た。75年には情勢の安定化を狙ったインドネシア

の介入を受けて、翌76年にインドネシアに併合さ

れましたが、国際的承認は受けませんでした。

その後、東チモールでは、23年続いたインドネシ

アによる統治の末、1999年8月に、インドネシアか

らの拡大自治権の付与の是否を問う住民投票が実

施されました。これは、1997年のアジア経済危機

をきっかけとする政治体制の崩壊により、インドネ

シアの東チモール政策が転換されたためでした。こ

の住民投票では、インドネシアからの拡大自治権

の付与が否決されましたが、この投票結果に反発す

る統合派民兵が東チモール各地で破壊・略奪行為

を行いました。この結果、人口の75％以上が難民あ

るいは国内避難民化し、インフラの70％以上が破壊

されました。このため、同年9月の国連決議で、オ

ーストラリア軍を中心とする多国籍軍が派遣されて

治安の回復にあたりました。そして、10月には国連

東チモール暫定行政機構（UNTAET）が設立さ

1999年9月の騒乱により、国内の建物など

のインフラの75％以上が破壊または使用不可

能となりました。このため、UNTAETの要請

に基づいて全国の建物などのインフラの現況

調査を行い、現状復帰のための緊急リハビリ

計画を策定しました。対象は、全国の道路、

橋梁、港湾、灌漑施設、発電所の各施設でし

た。この調査のなかで、緊急リハビリ事業と

してパイロットプロジェクトを選定し、労働集

約型の道路補修事業を実施しました。その後、

本調査で形成されたプロジェクトの一部が、

日本政府の緊急無償資金協力で事業化され

ています。

東チモール緊急復興
社会基盤整備計画調査

緊急開発調査

テップとしてカンダハル市における緊急復興事業を

開始しました。今後、地方部においては、農業、

道路、水などの分野について支援事業を進めてい

く方針です。

なお、中央政府と地方政府の関係構築が途上に

ある現在の状況から、アフガニスタンの復興支援

事業の実施に際しては、安全の確保が最大の課題

です。このためJICAは、治安情報の収集と安全対

策措置の充実をはかりつつ、今後の治安情勢と安

全確保を見極めながら、他の地域における協力の

可能性を検討していくことにしています。 学校の将来を熱心に話し合う母親たち
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備では、住民投票後の騒乱で破壊されたインフラ

の整備と維持管理を支援しています。

さらに、こうした支援は、緊急開発調査、NGO

と連携した開発福祉支援や医療特別機材供与、研

修員受入などを通じて実施してきました。今後は、

独立後の支援として人造りへの支援をいっそう強

化する方針で、たとえば、東チモール大学工学部

支援によって中堅技術者の育成をはかったり、専

門家、青年海外協力隊の派遣を計画しています。

JICAによる東チモールの復興・開発支援には次

のようないくつかの特徴があります。

3. アジア各国との協調
JICAの東チモール支援における特徴のひとつと

して、アジア諸国との協調があります。

東チモールにとって、アジア各国との良好な関係

の構築は非常に重要であると考えられます。JICA

は、東チモールの人材育成に対し、第三国研修＊な

れ、2002年5月20日の東チモール独立まで暫定政府

としての役割を果たしてきました。

2. 復興・開発ニーズに対する
JICAの協力
国際社会は、1999年10月から11月にかけてドナ

ー合同調査団（Joint Assessment Mission：

JAM）を派遣して、経済、保健、教育、農業、イ

ンフラストラクチャー＊、地域開発、公務員制度、

司法制度の8分野での中長期的な復興・開発ニーズ

をまとめました。

これを受けて、日本でも、1999年12月に東京で

開催された東チモール支援国会合の後、本格的な

復興・開発支援に乗りだしました。そうしたなか

で、JICAは2月から東チモールに対する支援を開

始するとともに、2000年3月にディリ事業所を開設

しました。

JICAの東チモールに対する復興・開発支援の重

点分野は、①人材育成・制度づくり、②農業・農

村開発、③インフラ整備・維持管理の3分野です。

まず、人材育成・制度づくりでは、これまでイン

ドネシア人が占めてきた政府の管理職をはじめ、多

くの分野で経験・能力を持つ人材が不足している

ため、行政を担う人材の育成と行政制度づくりを

支援しています。農業・農村開発では、コメを中

心とした食料の安定供給のために、中長期的視野

に立った支援を行っています。そして、インフラ整

1999年9月の騒乱によって、医療施設の破壊と

それまで保健医療サービスをになってきたインド

ネシア人の撤退により、国内の保健医療システム

が崩壊しました。このためJICAとNGOのワールド

ビジョンは、2000年2月から約1年6カ月間で、首都

ディリから約50km南西のアイレウ県のレメシオ、

ラウララ、リキドエの準県（サブディストリクト）で、

コミュニティに根ざした保健医療システムを再建

するため、①効果的なヘルスサービスの計画と運

営の促進、②コミュニティ・ヘルスワーカー、伝統

的助産婦と準県レベルの保健担当者の人材育成、

③プライマリ・ヘルスケア・システムの復興、準

県レベルのヘルスセンターと村落レベルのヘルス

ポストにおけるサービスの復旧、④地方行政府と

民間セクターとの関係強化促進を行いました。

東チモール保健医療システム復興事業

開発福祉支援

開発福祉支援による現地NGOのHABURASとJICAの協力事業で、女
性グループによって出されているフルーツスタンド。紛争によって悪
影響を受けた女性たちの収入向上など経済支援に役立っています。
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ど他のアジア諸国（インドネシア、マレイシア、シン

ガポール、タイなど）とともに支援を行っています。

4. NGOとの連携
JICAの援助として、NGOとの連携の比重が高い

ことも特徴です。騒乱以前より東チモールを支援し

ており、緊急期より支援を行っていた国際的なNGO

や日本のNGO、東チモールの市民社会を代表する

現地NGOとの連携による事業を実施しています。

5. 現地のニーズに応じた柔軟な対応
現地の復興・開発ニーズに的確に対応するため

に、JICAは援助スキーム（枠組み）を柔軟に運用

してきました。最大の例は、インフラや水供給シ

ステムの緊急復興・整備計画（開発調査）で、復

旧計画の策定だけでなく、緊急の対応が必要とさ

れた道路や水道施設整備では、パイロットプロジ

ェクトとして緊急開発調査のなかで道路復旧や水

道施設の修理を実施しました。こうした事業は、

人道緊急援助から復興・開発支援にかけての移行

期では、雇用を創出し経済を活性化するためにも、

国連のクイック・インパクト・プロジェクト（緊急

用の即効性のあるプロジェクト）などとともに重要

な役割を果たしたと考えられています。

ボスニア・ヘルツェゴヴィナ

1. 紛争の背景から終結まで
旧ユーゴースラヴィアでは、1980年のティトー

大統領の死を契機に、石油危機以降の経済不振も

重なって、インフレ、失業、対外債務の増大とい

った経済危機が顕在化すると同時に、民族対立が

深刻化していき、民族主義が高揚しました。1991

年にスロヴェニア、クロアチアが相次いで旧ユーゴ

から独立した状況を受け、ボスニア・ヘルツェゴヴ

ィナでは、独立を支持するムスリム（イスラーム教

徒）・クロアチア人勢力と、反対するセルビア人勢

力が対立を深めていき、戦闘が激化するとともに、

最終的には三民族勢力による民族浄化（エスニッ

ク・クレンジング）が繰り広げられました。

内戦は3年半にわたり、20万人にものぼる死者と

全人口の半数の270万人以上の難民・国内避難民を

出しましたが、1995年末、米国オハイオ州デイト

ンで紛争当事者首脳を集め和平交渉が行われ、合意

が成立し、ようやく終止符が打たれました。このデ

イトン合意により、ボスニア・ヘルツェゴヴィナ連

邦（ムスリム系住民とクロアチア系住民が主体）と

スルプスカ共和国（セルビア系住民主体）の2つのエ

ンティティ（国家に準ずる独立性の強い地域）によ

る「一国家二政府」の統治体制が採用されました。

両政府に加え、外交とエンティティ間の調整機能を

持つ中央政府を含めると、3つの政府から構成され

るという特殊な国家として新しいスタートを切るこ

モスタル市では、ムスリムとクロアチア人の２つ

の民族がそれぞれ東側と西側に分かれて対立して

います。当初、各民族の２つのバス会社から支援要

請がありましたが、JICAは、まず「コンディショナリ

ティ」（条件）として、両民族合意のもとで統一バス

公社を創業させました。この公社は１つの事務所を

持ち、社長は両民族の交代制で運営されており、

JICAはこの実績を評価して協力を実施しています。

この積極的な和解の推進は、他ドナーからも高

く評価されています。また、モスタル市においては、

「コンディショナリティ」の達成過程で、市内の両民

族の公共施設を結ぶ環状路線が自主的に運行さ

れはじめ、新しいバスの供与により、さらなる民族

和解の促進が期待されています。

ボスニア・ヘルツェゴヴィナ モスタル市公共輸送力復旧計画
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ととなりました。

2. 復興・開発に対するJICAの協力
和平合意直後のボスニア・ヘルツェゴヴィナでは、

経済が完全に破壊され、市民の生活物資の80～90％

を外国からの人道支援に依存している状況でした。こ

のような状況において人道支援は不可欠であり、日本

も紛争発生当初より人道・難民支援を行ってきまし

た。和平合意後は、短期的な緊急経済復旧の観点か

ら、経済活動に必要な資機材や原材料などの輸入に頼

らざるを得ない面に緊急避難的に手当をするために、

ノンプロジェクト無償資金協力を実施しました。

これと並行して、中長期的な経済復興・開発の観

点から、①電力、水道の復旧などの市民生活再建、

②医療や公共輸送、道路分野などのインフラ整備、

③雇用創出などによる難民帰還支援、④地雷被災者

リハビリなどの地雷関連支援、⑤市場経済化への移行

や経済運営のノウハウなどについての技術協力、を含

む人造り支援に重点を置いた協力を行っています。

JICAは1996年より、これら各分野に対し、行政官、

供与資機材の維持管理技術者の育成とキャパシティ・

ビルディングを目的とした研修員受入と専門家派遣、

インフラ整備のための開発調査、無償資金協力の促進

などの援助スキームをフルに活用した協力を行ってき

ました。

案件形成および実施の際には、民族間の対立に配慮

し、援助が一民族に偏らないよう、両エンティティに

バランスよく援助を実施するなどの工夫や、両エンテ

ィティ担当者がプロジェクトを通じて共通のテーブル

につく機会を積極的に設けるなど、民族融和の推進に

留意しています。また、現地のNGOや他の援助機関

とも連携した、地雷による被災者の支援事業なども積

極的に行っています。

カンボディア

１. 紛争の背景から終結まで
1953年のフランスからの独立後、75年にカンボ

ディアにクメール・ルージュによるポル・ポト政権

が誕生しました。170万人が虐殺されたといわれる

ポル・ポト時代は、79年ヴィエトナム軍の支援を

受けたヘンサムリン政権による、カンボディア人民

共和国の樹立によって終わりを告げましたが、カン

ボディアに和平の道が開かれるのは、89年のヴィ

エトナム軍の撤退まで待たなければなりませんでし

た。

2年間の交渉を経て、91年にカンボディア紛争の

包括的な政治解決に関するパリ和平協定が締結さ

れ、カンボディアの紛争後の復興・開発が始まり

ました。92年には国連カンボディア暫定機構（UＮ

TAC）が設立され、93年の撤退まで、カンボディ

アの復興に向けて広範な任務を果たしていました。

しかしながら、97年の武力衝突など、カンボディ

アに平和が定着するまでにはかなりの時間がかかり

ました。

カンボディアの紛争にはさまざまな原因がありま

す。なかでも、農村部の地理的な孤立と極端な貧

困、法の支配と人権擁護意識の未発達、武装解除

（クメール・ルージュ対策）の失敗などが大きな紛

争要因としてあげられます。カンボディアの復興開

発において、こうした要因に対処していかなければ

真の意味で平和は定着せず、そのままにしておくこ

とは新たな紛争を招きかねません。

JICAは、こういった紛争の要因を縮小していく

ことを念頭に、カンボディアの復興・開発に向け

た歩みを支援してきました。

JICAは、モスタル市のほか、サ
ラエボの市公共輸送公社にもバ
スを供与しました。今では一般市
民によって利用されています。
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2. 復興・開発ニーズに対する
JICAの協力
カンボディアの復興・開発支援ニーズに関して

は、和平協定以後、現在まで一貫してガバナンス、

経済、社会にわたる包括的ニーズがあることに変

わりはありませんが、時期によって重点とされてい

るニーズに違いがみられます。紛争終了直後

（1991～93年）は、難民の帰還、総選挙の実施・

憲法の制定など基本的な統治機構に関するニーズ

が中心でしたが、UNTAC撤退後カンボディア自

身による総選挙まで（1994～98年）は、第1に社

会面、続いて経済面でのニーズに焦点を当ててい

ます。1999年以降はニーズが多様化し、行政機構

の能力向上、貧困削減、経済成長、インフラ整備、

教育・人的資源開発などがあげられます。

JICAは、このように多様に変化するニーズに応

える形で幅広い協力を実施してきました。特に援

助重点分野として、①グッドガバナンス（良い統

治）、②経済振興のための環境整備、③経済・社会

インフラの整備、④保健医療の充実、⑤教育の充

実、⑥農業・農村開発、⑦地雷除去、障害者支援、

⑧環境資源管理の8分野を設定して協力を実施しま

した。ただし、カンボディアの復興・開発支援を

開始した1990年代初頭には、「平和構築のなかの復

この計画では、重要な政策決定機関の中枢を支

援するという枠組みで、民法および民事訴訟法の起

草と、法曹界人材育成を支援しています。民法と民事

訴訟法は、国民の権利や財産を保障するために必要

な基本的法律で、その起草は将来の経済発展に欠

かせないものです。人材育成については、民法・民事

訴訟法のワークショップが開催され、司法省の行政

官や検察官がこれらの研修に参加しました。また、国

別特設研修で、民法、民事訴訟法の司法関係者を、

個別研修員として司法省次官を日本へ招へいした実

績があります。このほかにも、法務省や名古屋大学、

日本弁護士連合会（日弁連）と協力した民事法制度

研修などの研修やセミナーに、カンボディア人弁護

士が参加しています。特に日弁連のセミナーは、カン

ボディアの弁護士登録者の８割を対象に実施されて

います。セミナー参加者は、新しい民訴法を理解する

うえで非常に役立ったと述べ、法曹界人材育成支援

についても着実な成果がありました。

カンボディア司法改革支援計画

カンボディアでは、北西部の特にポル・ポト派支

配地域であったタイ国境付近にたくさんの地雷が残

されており、また、東部のヴィエトナム国境付近には

ヴィエトナム戦争の影響から多くの不発弾が放置さ

れています。このような地雷と不発弾は、カンボデ

ィア全土に数十万から数百万の単位で埋設されて

いると考えられており、経済活動を阻害するととも

に、人々の社会生活を脅かしています。

このような状況に対応するために、JICAは、1998

年からプロジェクト形成調査を実施し、「カンボディ

ア地雷対策センター（CMAC）機能強化計画」を開

始しました。この計画では、灌木除去作業を機械化

して大幅な作業時

間短縮を行うため

の灌木除去機や、

車両、通信機器な

どの調達に必要な無償資金協力が日本政府により

実施され、JICAはCMACの情報システムアドバイ

ザー、維持・輸送アドバイザーを派遣し、地雷除去

活動の効率化、迅速化に大きく貢献しつつあります。

カンボディア対人地雷対策支援
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JICAはカンボディア地雷
対策センター（CMAC）の
機能強化のための人材育
成を行っています。
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